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評価及び課題

　ケーブルテレビの施設整備により、地デジ難視聴地域の解消ができ地域格差
の是正を図ることができた。加入率が計画時の目標に対して低調であることにつ
いては、利用料への負担感や、テレビへの関心が低い高齢者世帯が多いことな
どが考えられる。今後は、地域情報番組の充実化などでアピールポイントを強化
することが必要である。
　インターネットについては、年々加入世帯は増えてきている。当初整備計画時
の目標加入数には達していないが、世帯数の減少等により目標加入率は達成で
きている。
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サービス開始日 平成23年4月20日

サービス形態 公設民営（IRU）

契約先 土佐有線テレビ施設組合

加入率（％） 15.3 30.5 26.8 27.7 28.9

整備計画時の目標 実績

初年度 最終 H23年度末 H24年度末 H25年度末

1,088 1,125 1,154 1,195

整備地域の世帯数 3,933 3,933 3,944 3,927 3,896
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サービス開始日 平成23年4月20日

サービス形態 公設民営（IRU）

契約先 西日本電信電話株式会社高知支店

整備計画時の目標 実績

初年度 最終 H23年度末 H24年度末 H25年度末 H26年度末 H27年度末

3,860 3,817

加入世帯数 600 1,200 1,057

2,019,000千円

交付金額 673,000千円

整備対象地域 本山町・土佐町全域

事業の概要

事業年度 平成21年度（繰越） 事業完了日 平成23年3月31日

総事業費 2,019,000千円
補助対象事業費

事業の内容

 土佐町・本山町全域に光ケーブル網を整備し、地上デジタル放送の難視聴解
消、ＢＳデジタル放送等の多チャンネルサービス、ケーブルインターネット接続
サービスの提供により、地域間の情報格差の是正と地域の活性化を図る。また、
全戸対象にＩＰ告知放送システムを整備し、自治体からの災害情報、行政情報を
屋内・屋外に提供可能することにより安全・安心な街づくりを行う。同時にＩＰ告知
放送端末を活用した地域内通話料無料のＩＰ電話を実施し、地域コミュニケーショ
ンの活性化をはかる。
 土佐町・本山町全域において、地域情報通信基盤を（ＦＴＴＨ方式）で整備し、地
上デジタル放送サービスとインターネットが利用できる環境を整備する。また、通
信網を活用して全戸にＩＰ告知放送システムを構築し、緊急時の情報伝達手段を
整備する。また、サービス提供は２町広域で実施することにより、広域圏における
地域活性化をはかる。

事業名 平成21年度地域情報通信基盤整備推進交付金事業


